
エネファームの普及促進について
～２０５０年カーボンニュートラルに向けて～
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一般社団法人沖縄県高圧ガス保安協会
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2021年 CO2国別排出量：中国99億CO2ｔ、米国44億CO2t、日本10億CO2t
日本の温室効果ガス排出量：2013年14億t超と過去最大 内、CO2は13億CO2t超

出典：JCCCA(全国地球温暖化防止活動推進センター）

温室効果ガスの現状



2021年10月に開かれた国連気候変動枠組条約第26回締約国会議（ＣＯＰ26・英国）では、「産業革命前
からの気温上昇を1.5度に抑えるための努力を追求する」と合意。日本は「2050年脱炭素」を掲げて2030
年度の排出量を2013年度比46％削減、家庭部門においては66％削減を目指すことを表明している。

カーボンニュートラルを踏まえたエネルギー業界全体の見通し①
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◎2035年度
2013年度比

60％削減
◎2040年度
2013年度比

73％削減
両論併記

令和６年12月24日
環境省・経済産業省

新目標
家庭８割減
産業６割減



①電化製品、ガス機器が超省エネ化機器となる。

カーボンニュートラルを踏まえたエネルギー業界全体の見通し②

②エネルギー利用全体の電化が進む。

③電源の脱炭素化、化石燃料の脱炭素化が進む。

④脱炭素化しきれない部分をカーボンオフセットで賄う。

エネルギー全体の脱炭素化イメージ

日本の発電状況は、いまだ約75％が石炭をはじめとし
た火力発電に頼っている状態であり、2030年度の目標
でも火力発電は41％を占めている。
一方で、COP28・2024年4月開催G7トリノエネルギー環
境大臣会合では、GHG排出削減対策が講じられていな
い既存の石炭火力発電を2030年代の前半にフェーズ
アウトさせることを合意。

火力 75.7%

水力 12.8%

原子力 7.8%

新エネ 6.7%

▲ 資源エネルギー庁 電力調査統計(2021年6月)

石炭 29.7% ＬＮＧ 37.6% 石油 1.5%

▲ 資源エネルギー庁 火力発電割合(2021年6月)

日本政府は脱石炭火力発電の廃止について足踏みしている
一方、大規模データセンター等の新設を受け、国内電力需要
は、従来の減少見通しから変化し、今後、大幅な増加傾向が
見込まれている。

電源の脱炭素化の課題
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カーボンニュートラルを踏まえたエネルギー業界全体の見通し③

ＬＰガスの環境特性が他の化石燃料に比して相対的にクリーンであることや災
害に極めて強い分散型エネルギーであることを元売等との連携のもとに一般消
費者等に改めてアピールしつつ、ＣＮ対応に積極的に取り組み、需要の確保を
図っていくことで消費者へのアピールと理解を得ることが必要となる。

ＬＰガス販売事業者が省エネ機器の更なる普及や、事業活動で削減で
きる低炭素化の取り組み、更には現時点で可能なカーボンオフセット
の取り組みを行い、そのことを社会へアピールすることが重要となる。

• 化石燃料としての環境特性
• ＮＯｘ等の排出が少ない

クリーンエネルギー

災害への強さ

供給網の広さ

• 設置や復旧が容易な分散型エネルギー

• 国土のほぼ100％をカバーしている

ＬＰガスの有用性の市場へのアピール

LPガス業界としての今後の取り組みの大筋について

国が2013年度比46％のＣＯ₂削減
（家庭部門は、66％のＣＯ₂削減）を
目標とした2030年、更に2035年、新目
標が設定された2040年に向けて、電力、
都市ガスを含めたエネルギーのゼロエ
ミ化には困難が予想され、それまでの
期間は脱炭素化への移行期間（以下、
トランジション期間）として、更なる
低炭素化への取り組みが重要になる。
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カーボンニュートラルLPガス 《カーボンクレジットの種類》

カーボンクレジットの種類

民間認証クレジットを積極的に買っているの
は、航空や石油などCO2の削減余地が小さい
業界。「実質排出ゼロ」に向けた取り組みと
してアピール。オフセットに使わなくても、
排出削減への貢献の一環として購入する企業
もある。民間認証クレジットが売買される市
場は「ボランタリー市場」と呼ばれ、年々活
発になっている。

出典：日本経済新聞社 経済産業省カーボンクレジットレポート

民間クレジット(ボランタリー
クレジット)の取引量は
2017年の4660万トンから
21年８月で2億3930万トン、
21年累計で3億9600万トンに拡大。
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カーボンニュートラルLPガス 《クレジット比較》

 Jクレジット・ボランタリークレジットはそれぞれ用途が異なる

・Jクレジット…国内法に使用可能

・ボランタリークレジット…国際的な取り組み等に使用可能

用途
Ｊクレジット Jクレジット

ボランタリー
クレジット

再エネ熱 省エネ 森林吸収 再エネ発電

創出場所 国内 国内 国内 国内 海外

温対法での報告 〇 〇 〇 〇 ×

省エネ法での報告 × 〇 × × ×

カーボンオフセット 〇 〇 〇 〇 〇

CORSIA × × × × 〇

CDP質問書・SBTへの報告 〇 × × 〇 ×

RE100達成の為の報告
（電気のみ）

× × × 〇 ×

SHIFT・ASSET事業 〇 〇 〇 〇 ×
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カーボンニュートラルLPガス 《補足資料 用語説明①》



11

カーボンニュートラルLPガス 《補足資料 用語説明②》

 CORSIA
…Carbon Offsetting and Reduction Scheme for International Aviation
国際民間航空のためのカーボン・オフセッ ト及び削減スキーム
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グリーンLPガスへの取り組み①

出典：資源エネルギー庁



13

グリーンLPガス技術開発概要

リサイクルCO2

フィッシャー・トロプシュ
（FT）合成

バイオ原料

北九州市立大学
（ｸﾞﾘｰﾝ推進協）

産総研／NEケムキャット
（NEDO事業）

ENEOSグローブ
（NEDO事業）

古河電工
（GI基金）

クボタ
（環境省事業）

高知県
（環境省事業）

DME
（ジメチルエーテル）

経由

レトロアルドール反応

炭素鎖（-C-）を
積み上げて作る

（合成ガス）

炭素鎖（-C-）を
切って作る

（グルコース/フルク
トース）

合成の考え方 反応経路 研究チーム 原料

革新的プロセス
(ラムネ触媒)

グリーンLPガスへの取り組み②

eメタン
合成技術応用

カナデビア／産総研



グリーンＬＰガスの技術開発・商用化に期待しつつも、グリーンＬＰガス化達成まで
のトランジション期間においてＬＰガス市場が大幅に縮小するリスクが顕在化しない
よう、エネファーム等、高効率ガス機器普及による脱炭素化と需要確保に努め、
ＬＰガス販売事業者で可能なＣＮの取り組みに重点的に取り組んでいくべきである。

卸売・小売サイドとして

元売

卸売・小売

LPガス業界のCN化イメージ

LPガス自体のCN化

LPガス消費機器によるCN化

LPガスサプライチェーン合理化によるCN化

グリーンLPガス合成に向けた社会実装の取組み

エネファーム等の省エネ機器の普及

LPWA、AIを使った交錯配送の改善、合理化等

三
位
一
体
と
な
っ
た
低
炭
素
化
実
現

化石燃料全体の
CN化実現目標

石油業界の
低炭素化

電力業界の
低炭素化

都市ガス業界の
低炭素化

グリーンLPガスへの取り組み③
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LPガスのカーボンニュートラル対応に向けた今後のロードマップ

CN対応

１,4００万トン（足元）

⇒ １,2５０万トン（2035年）

国内需要 【減少率: 年１％】
省エネ・燃転を除くベースライン

2030年 2035年

2030～35年に向けたグリーンLPガスの社会実装を確実に進めて行くための具体策

● 海外からのグリーンLPガス輸入（含、rDME)に向けた、海外プレーヤーや生産者との連携強化

● 地域中心（地産地消）型の国内生産は早期の事業立ち上げに向けた取り組みの加速化

● 省エネ化/燃料転換の促進・カーボンクレジットの利用拡大

数量 割合 具体的な対応策など

Ⅰ．グリーンLPガスの輸入

100万トン 50%
・アストモス／古河電工／SHVによる海外製造
プロジェクトからの調達

・その他、海外からのグリーンLPG/rDME調達

Ⅱ．国内生産

20万トン 10%
・推進協議会による北九州地域での社会実装化
・古河電工による北海道鹿追町での生産

Ⅲ．カーボンクレジットの利用拡大

20万トン 10% ・LPガス市場でのカーボンクレジットの利用拡大

Ⅰ～Ⅲ．小計 （供給サイドのグリーン化対応）

140万トン 70%

Ⅳ．省エネ化・燃転の推進 （化石部分の省エネ化）

60万トン 30%

・高効率給湯器の普及促進
（エコジョーズ、ハイブリッド給湯器、家庭用
燃料電池の一段の普及促進）

・石炭/重油等からの燃料転換、等

（CN対応量 合計 200万トン）【CO₂換算 600万トン】

2035年に向けた個別の数値目標と方策

2050年時点でのLPガスの全量CN化（約800万トン）を視野に、
2035年時点での想定需要比（省エネ対応前）１6％（約200万トン）のCN対応（非化石化）を目指す

他
の
合
成
燃
料
開
発
と
の

連
携
も
要
検
討

;

CN対応量＝200万トン
(CO₂換算 600万トン)

2035年 想定需要全体の
16％をCN対応

Ⅳ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅲ

化石部分の省エネ化（60万トン）

省エネ対応後 ：1,190万トン

供給サイドのグリーン化対応（140万トン）

Ⅲ.Ⅳは官民検
WGで深掘り

2050年までに全量CN対応

出典：日本ＬＰガス協会



トランジション期間におけるLPガス販売事業者の脱炭素の取り組み
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トランジション期間における省エネ機器普及を取り巻く環境変化、及びその対応

参考：総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会

①エネファーム導入による電化シフトへの対抗

②温水基準の高度化

給湯器を含む温水機器全体としての2025年度の省エネ基準は非常に高い水準に設定されて
いる。そのため従来のエコジョーズだけでなく、エネファームの普及拡大を含めた目標達成が
必要となることが見通されている。
ＬＰガス販売事業者は、トップランナー基準の動向を踏まえ、新築物件への販売のみならず、
既存物件へのエネファーム販売強化の対応が求められている。

トランジション期間において、ＬＰガス需要量が減少することが予想されるが、エコジョー
ズ、エネファーム等の拡販及び燃転等により、需要を守ることが重要である。
電源は未だ脱炭素に遠く及ばない状況であり、トランジション期間における電化が必ず
しも低炭素化に繋がらないことを訴え、ＬＰガスの需要拡大に取り組んでいく必要がある。

高効率給湯器 2030年目標ストック数
（参考）進捗状況
2012年→2023年

エコジョーズ 3,050万台 340万台→1250万台(21年)

エネファーム 300万台 5万台→50万台

エコキュート 1,590万台 400万台→939万台



トランジション期間におけるLPガス販売事業者の脱炭素の取り組み

• 新築だけでなく、既築物件にもエネファーム・エコジョーズの更なる普及を目指す。
• 新築物件には、エネファームだけではなく、太陽光パネル、蓄電池を併せて3電池に

よるZEH(ネット ゼロ エネルギー ハウス)提案を行う。
• 新築物件、既築物件に対して、衣類乾燥機、床暖房、浴室暖房等の高付加価値商品の

提案により、LPガス併用住宅の快適性を提供する。
「オール電化では得られない快適性を提供」

③住宅基準の高度化

住宅のトップランナー基準の規制については2025年度に新築物件の省エネ基準適合が義
務化。省エネ基準値以下の一次エネルギー消費量が求められることで、対応できるガス
給湯器の幅がさらに狭まるため、将来的に新築物件へのエコジョーズ単体での対応が厳
しくなる。⇒エネファームの普及促進が重要

ZEH(ゼッチ)とは・・・
NET ZERO ENERGY HOUSE (ネット・ゼロ・エネル
ギー・ハウス）の略で「断熱」「省エネ」「創エネ」
で住宅の年間エネルギー消費量を実質的に（ネット）
ゼロにする住宅のことです。

エコジョーズ+エアコン △

エコジョーズ+床暖房 △

エネファーム+床暖房 ◎

エコキュート+エアコン（ヒーポン床暖房も） ◎

再生可能エネルギーを効率よく活用すべく、太陽光発電と「エネファーム」による
Ｗ発電、もしくは蓄電池を組み合わせて採用することで、省エネ性能において、
ZEH基準をクリアし、光熱費の削減はもとより、より快適で環境にやさしい
暮らしの提供が可能に。（BEI値＝0.8以下：省エネ地域区分4～7地域）

エネファーム＋太陽光パネル＋蓄電池
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省エネ地域区分

新地域区分は2019年11月16日より施行されました。
経過措置として2021年（令和3年）3月31日までは
新旧の地域区分のどちらでも使用できますが、
2021年（令和3年）4月1日以降は新地域区分のみの
使用となりました。
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設計熱源 一次エネルギー消費量比較

省エネ基準適合義務化説明資料 出典：日本ガス体エネルギー普及促進協議会
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住宅分野における省エネ対策

省エネ基準適合義務化説明資料 出典：日本ガス体エネルギー普及促進協議会

2030年に新築住宅、2050年にストック平均でのZEH水準の省エネ性能確保に向けて、
今後も省エネ基準の段階的引上げ、ZEHの定義の見直しが予定されている。



④令和７年度省エネ基準適合義務化及びZEH等に関する研修会について

©2025 Japan L.P.Gas Sales Association All Rights Reserved
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④令和７年度省エネ基準適合義務化及びZEH等に関する研修会について
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④令和７年度省エネ基準適合義務化及びZEH等に関する研修会について
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高い断熱性能と、高効率機器等による省エネ、さらに太陽光発電等による創エネ
を組み合わせ、年間一次エネルギー消費量が正味でおおむねゼロになる住まい。
補助金等の優遇措置の適用も可。

ZEHの種別 外皮性能
一次エネ
消費性能

（太陽光発電除く）

一次エネ
消費性能

（太陽光発電含む）

ゼッチ

『ZEH』
断熱等性能
等級5

基準値より
20％以上削減

基準値より
100％以上削減

ゼッチ

Nearly ZEH
断熱等性能
等級5

基準値より
20％以上削減

基準値より
75％以上削減

ゼッチ

ZEH Oriented
※都市部狭小地、多雪地域に限る

断熱等性能
等級5

基準値より
20％以上削減

太陽光発電不要

誘導基準と同じ ※一次エネ消費性能の評価方法は
「標準計算ルート」のみ

２） 各種制度と適用基準

28
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２） 各種制度と適用基準 【追加資料】

■新ZEH定義（案） ・・・ 2025年5月12日 省エネルギー小委員会事務局資料より

ZEHの種別 外皮性能
一次エネ
消費性能

（太陽光発電除く）

一次エネ
消費性能

（太陽光発電含む）

新ZEH+
断熱等性能
等級6

基準値より
35％以上削減

基準値より
115％以上削減

新ZEH
断熱等性能
等級6

基準値より
35％以上削減

基準値より
100％以上削減

Nearly 新ZEH
断熱等性能
等級6

基準値より
35％以上削減

基準値より
75％以上削減

新ZEH Oriented
※都市部狭小地、多雪地域に限る

断熱等性能
等級6

基準値より
35％以上削減

太陽光発電不要

○設備要件 ※「EV充電設備/充放電設備」を推奨設備とし、導入検討にあたり必要な情報の説明を行うことを建築士に求める

①高度エネルギーマネジメント（発電量やエネルギー使用量の把握、複数機器の統合制御）
②蓄電池（太陽光発電ありの場合のみ）

GX志向型住宅の要件と同じ

○断熱・省エネ性能・再エネの要件
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